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告 示 

鳥取県告示第412号 

クリーニング業法（昭和25年法律第207号）第８条の２第１項に規定するクリーニング師の資質の向上を図るた

めの研修並びに同法第８条の３に規定するクリーニング所の業務に関する知識の修得及び技能の向上を図るため

の講習を指定したので、次のとおり告示する。 

  平成30年６月19日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

１ 研修及び講習を行う者の名称及び所在地 

  公益財団法人全国生活衛生営業指導センター 

  東京都港区新橋六丁目８－２ 

２ 会場の運営及び設営の窓口となる団体の名称及び所在地 

  公益財団法人鳥取県生活衛生営業指導センター 

  鳥取市松並町二丁目160 

３ 第１型研修（クリーニング師が出席して受講するものをいう。以下同じ。）及び第１型講習（クリーニング

業務に従事する者（以下「業務従事者」という。）が出席して受講するものをいう。以下同じ。）の日時及び

場所等 

(１) 第１型研修 

日時 平成30年10月21日（日）午後１時から午後５時まで 

  場所 倉吉市東巌城町２ 鳥取県中部総合事務所 

(２) 第１型講習 

日時 平成30年10月21日（日）午後１時から午後５時まで 

場所 倉吉市東巌城町２ 鳥取県中部総合事務所 

(３) 研修又は講習を継続的に受講している者で前回の受講修了証書の写しを提出したものについては、(１)

又は(２)の時間を午後１時30分から午後５時までとする。 

(４) 第１型研修のうち特別管理産業廃棄物管理責任者の資格取得講習の科目は、今年度実施しない。 

４ 第２型講習（業務従事者が通信制で受講するものをいう。以下同じ。）のレポートの提出締切日及び受講対

象者 

(１) レポートの提出締切日 平成30年11月16日（金） 

(２) 受講対象者  第１型講習を都合により受講できなかった業務従事者 

５ 受講申込期間 

(１) 第１型研修 平成30年９月25日（火）から同年10月５日（金）まで（日曜日及び土曜日を除く。） 

(２) 第１型講習 平成30年９月25日（火）から同年10月５日（金）まで（日曜日及び土曜日を除く。） 

(３) 第２型講習 平成30年10月22日（月）から同年11月２日（金）まで（日曜日及び土曜日を除く。） 

６ 受講料 

(１) 第１型研修 5,000円 

(２) 第１型講習 4,500円 

(３) 第２型講習 4,500円 

７ 受講申込先及び問合せ先 

公益財団法人鳥取県生活衛生営業指導センター 

鳥取市松並町二丁目160 

電話 0857－29－8590 

                                                    

鳥取県告示第413号 

鳥取県収入証紙条例（昭和39年鳥取県条例第９号）第５条第３項の規定に基づき、収入証紙の小売りさばき人
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を次のとおり指定したので、同条第４項の規定により告示する。 

  平成30年６月19日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

指定年月日 指定番号 住所 名称 売りさばき場所 

平成30年６月12日 657 米子市茶町61 後藤事務所 後藤 秀一 米子市茶町61 

                                                    

鳥取県告示第414号 

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づき、貸付金の元利償還金の収納の事務を

次のとおり委託したので、同条第２項の規定により告示する。 

  平成30年６月19日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

１ 委託の相手 

  ニッテレ債権回収株式会社 

２ 委託した貸付金の元利償還金 

  鳥取県進学奨励資金（奨学生決定番号4020126、4070147、4070266、4080157、4090097、4090118、4090195、

4100085、4100102、4100173、4100198、4120211、4130021、4130166、4130222）及び鳥取県育英奨学資金（奨

学生決定番号414026、422017、423232、426177、4141014、4141047、4141122、4141137、4151007、4151353、

4161150、4161304、4161356、4161389、4171589、4171634、4181027、4181110、4181263、4181362、4181388、

4181583、4181609、4181679、4191046、4191483、4191543、4191557、4191565、4191624、4191672、4201014、

4201109、4201163、4201285、4201349、4201401、4201457、4201458、4201553、4201668、4201698、4211014、

4211059、4211331、4211513、4221010、4221138、4221164、4221185、4221225、4221348、4221421、4221663、

4221666、4221670、4231062、4231125、4231467、4231602、4241034、4241081、4241113、4241445、4241496、

4241498、4241503、4241546、4251411、4251463、4251464、4251490、4251499、4251539、4261304、4261407） 

３ 委託期間 

平成30年６月１日から平成32年２月29日まで 

                                                    

調 達 公 告 

一般競争入札により落札者を決定したので、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政

令（平成７年政令第372号）第12条の規定に基づき、次のとおり公告する。 

  平成30年６月19日 

鳥取県立鳥取湖陵高等学校長 濱  崎  公  嗣 

１ 調 達 件 名 及 び 数 量  鳥取県立鳥取湖陵高等学校ＣＡＤ実習室Ⅱパソコンほか 一式 

２ 契 約 方 式  一般競争入札 

３ 落 札 日  平成30年５月11日 

４ 落札者の名称及び所在地  株式会社ソルコム鳥取支店 

鳥取市岩吉166－２ 

５ 落 札 金 額  34,279,200円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

６ 入 札 公 告 日  平成30年３月27日 

７ 落 札 方 式  最低価格落札方式 

８ 契約事務担当部局の名称  鳥取県立鳥取湖陵高等学校 

及び所在地         鳥取市湖山町北三丁目250 

                                                    

雑 報 
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地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）第22条第２項の規定による報告を行ったので、同条第３項の

規定により公告する。 

  平成30年６月19日 

鳥取県市町村職員共済組合理事長 宮  脇  正  道 

１ 組合に属する地方公共団体等 

市 町 村 一部事務組合等 計

4 14 1 10 29  

２ 組合員数及び標準報酬月額は、次のとおりである。 

市町村長 特定消防 市町村長長期 任意継続 計
第３号厚生

年金被保険者

6,307 (145) 19 723 0 111 7,160 7,046

長期 2,288,444 (46,534) 11,780 256,400 0 2,556,624

短期 2,346,744 (47,804) 15,980 256,400 0 37,650 2,656,774

長期 362,841 (320,924) 620,000 354,633 0 362,693

短期 372,085 (329,682) 841,052 354,633 0 339,189 371,057
362,583

2,554,764

一人当たり標準報酬月額(円）

組 合 員 の 種 別 一    般

組      合      員 (人）

標準報酬月額 (千円）

( )は特別職を内書 

３ 組合職員の数は、次のとおりである。                （単位：人） 

経理単位 業  務 保  健 宿  泊 貯  金 物  資 計

人    員 8 3 11 6 1 29  

４ 各経理単位別収支状況は、次のとおりである。 

(１) 損益計算書の要旨                                （単位：千円） 

短  期 厚生年金保険 退職等年金 経過的長期 経過的預託金管理 業  務 保  健 宿  泊 貯  金 貸  付 物  資

負担金 2,172,217 5,695,249 299,853 31,314 87,792 122,234

掛金(厚年は組合員保険料) 2,209,925 3,559,813 299,851 118,113

施設収入・商品売上 235,770

利息及び配当金 186 15,472 25 31 80 168,010 3

その他の収入 249,028 45,199 11,000 6,358 2,835 14,690 16,019

他経理から繰入 16,228 50,761  

前年度支払準備金 316,370

計 4,947,725 9,255,062 599,704 31,314 15,472 149,244 251,378 292,969 170,845 14,690 16,022

給付 2,067,445

役職員給与 63,194 17,828 105,305 46,927 4,858

旅費・事務費 4,935 2,583 1,350 3,844 435 931

商品仕入 9,216

飲食材料費 56,756

委託費 1,982 17,474 6,332 1,295 42 12,112

支払利息 15,472 761 92,329 13,098

前期高齢者納付金 853,020

後期高齢者支援金 814,516

老人保健拠出金 12

退職者給付拠出金 47,639

介護納付金 395,282

連合会払込金・連合会拠出金 237,999 9,255,062 599,704 31,314 1,732 742

その他の支出 1,475 72,195 151,306 142,133 17,051 1,187 1,064

他経理へ繰入 16,228 50,761

次年度支払準備金 310,332

計 4,743,948 9,255,062 599,704 31,314 15,472 142,306 241,684 321,853 161,445 15,503 18,965

203,777 0 0 0 0 6,938 9,693 △ 28,884 9,400 △ 814 △ 2,944

経  理  区  分

差引当期利益金又は当期損失金(△）

収
 
 
入

支
 
 
出

項目ごとに四捨五入しているため計数が一致しない場合がある。 

(２) 貸借対照表の要旨                                （単位：千円） 

短  期 厚生年金保険 退職等年金 経過的長期 経過的長期預託金管理 業  務 保  健 宿  泊 貯  金 貸  付 物  資

流動資産 1,437,693 547,436 37,591 287 41,671 90,211 224,902 443,776 1,773,668 33,210 13,837

固定資産 717,750 1,723 211 1,063,137 10,539,982 590,644

繰延資産

1,437,693 547,436 37,591 287 759,421 91,934 225,113 1,506,913 12,313,650 623,854 13,837

流動負債 187,608 547,436 37,591 287 5,071 15,939 15,899 11,421,763 145 357

固定負債 310,332 759,421 51,167 71,511 339,095 18,213 614,043 5,201

負 債 合 計 497,939 547,436 37,591 287 759,421 56,238 87,450 354,994 11,439,976 614,188 5,558

資本剰余金 974,611

利益剰余金又は欠損金(△) 939,753 35,696 137,663 177,308 873,675 9,666 8,278

純 資 産 合 計 939,753 0 0 0 0 35,696 137,663 1,151,919 873,675 9,666 8,278

1,437,693 547,436 37,591 287 759,421 91,934 225,113 1,506,913 12,313,650 623,854 13,837

経  理  区  分

負債・純資産合計

純
資
産

資
産

資   産   合   計

負
債

  項目ごとに四捨五入しているため計数が一致しない場合がある。 


